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第１部  

計画の考え方 
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第１節 計画策定の趣旨 

 東京都高齢者保健福祉計画は、大都市東京の特性を生かし、高齢者の自立を支援し、高

齢者が尊厳を持って、住み慣れた地域で自分らしく生き生きと暮らせる安心な社会を構築

するため、都が目指す基本的な政策目標を定め、その実現に向けて取り組む施策を明らか

にすることを目的とし、策定しています。 

 本計画（第 7 期計画）は、「団塊の世代1」が後期高齢者2となる平成 37 年の東京の高齢

者の状況を念頭に、平成 30 年度から平成 32 年度までに取り組むべき施策を明らかにしま

した。 

  

第２節 計画の位置付け 

 本計画は、老人福祉法（昭和 38年法律第 133 号）第 20条の 9に基づく都道府県老人福

祉計画及び介護保険法（平成 9年法律第 123 号）第 118 条に基づく都道府県介護保険事業

支援計画を合わせた、都における高齢者の総合的・基本的計画として一体的に策定してい

ます。 

 また、福祉保健施策を一体的・総合的に推進することが必要であることから、本計画は、

保健事業を含んだ計画となっています。 

 

第３節 計画期間 

 東京都高齢者保健福祉計画は、社会経済情勢の推移、東京の高齢者を取り巻く状況、介

護サービスの利用状況及び国の施策動向を踏まえて、3 年を 1 期とする計画として策定し

ており、本計画（第 7期計画）は、平成 30 年度から平成 32 年度までを計画期間としてい

ます。 

 また、中長期的には、「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37年を見据えた計画とし

ています。 

 なお、平成 12年度から実施された介護保険制度では、3年間を 1期とする事業運営期間3

を設定しており、本計画期間はその第 7期目に該当するものです。 

 

 

 

                                                
1 団塊の世代 

本計画においては、戦後間もない昭和 22 年から昭和 24 年までの、いわゆる第一次ベビーブーム時代の 3年

間に生まれた世代のことをいう。 
2 後期高齢者 

75 歳以上の高齢者 
3 第 1 期及び第 2期は、5年間を 1期とする事業運営期間が設定され、3年ごとに計画を見直すこととされて

いた。 
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計画期間 

 

 

第４節 計画の進行管理 

本計画では、第 6期計画に引き続き、計画の進捗による施策効果を的確に把握・分析・

評価できるよう、計画の評価指標（アウトカム指標）を設定しました（第 3 部第 1 章第 1

節）。 

また、高齢者の自立支援・重度化防止に向けた区市町村の取組に対する支援目標を設定

しました（第 2部第 1章第 4節及び第 3部第 1章第 1節）。 

本計画期間中、この指標等を活用して「東京都高齢者保健福祉施策推進委員会」等で、

計画の達成状況の進行を管理し、次期以降の計画につなげていきます。 

  

年度 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

第１期
計画

第２期
計画

第３期
計画

第４期
計画

第５期
計画

第６期
計画

第７期
計画
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第５節 老人福祉圏域の設定 

老人福祉圏域とは、介護保険法第 118 条第 2項第 1号の規定により、当該都道府県が、

介護給付等サービスの種類ごとの量の見込みを定める単位となるものとして設定するもの

です。都は、福祉サービス及び保健医療サービスの一体化・総合化を図る観点から、介護

保険施設等の適正配置の目安となる老人福祉圏域を、二次保健医療圏4に一致させて設定し

ています。 

 

                                                
4 二次保健医療圏 

原則として特殊な医療を除く一般の医療ニーズに対応するために設定する区域で、入院医療を圏域内で基本

的に確保するとともに、医療機関の機能連携に基づく医療サービスと広域的、専門的な保健サービスとの連携

などにより、都民に包括的な保健医療サービスを提供していく上での圏域であり、その整備を図るための地域

的単位である。 

また、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 30 条の 4第 2項第 12 号の規定により、主として病院の病床及

び診療所の病床の整備を図るべき地域的単位として設定する医療計画上の区域でもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奥多摩町 

檜原村 

青梅市 

日の出町 

あきる野市 

西多摩圏域 

南多摩圏域 

北多摩西部圏域 
北多摩北部圏域 

北多摩南部圏域 

区西南部圏域 

区南部圏域 

区東部圏域 

区東北部圏域 

区中央部圏域 

区西北部圏域 

区西部圏域 

 
 

 
  

 
  

 

 
 

 羽村市 
瑞穂町 

福生市 

武蔵村山市 
東大和市 

立川市 昭島市 国分寺市 

国立市 

東村山市 
東久留米市 

清瀬市 

小平市 西東京市 

府中市 

八王子市 
日野市 

多摩市 稲城市 

町田市 

小金井市 

調布市 

狛江市 

三鷹市 

武蔵野市 

練馬区 

板橋区 北区 

杉並区 

世田谷区 

大田区 

品川区 

渋谷区 

中野区 
新宿区 

島しょ圏域 

大島町 新島村 利島村 神津島村 三宅村 御蔵島村 八丈町 青ヶ島村 小笠原村 

千代田区 

中央区 
港区 

目黒区 

文京区 台東区 
豊島区 

江東区 

江戸川区 

墨田区 

葛飾区 

足立区 

荒川区 

圏域名 構成区市町村

区中央部 千代田区　中央区　港区　文京区　台東区

区南部 品川区　大田区

区西南部 目黒区　世田谷区　渋谷区

区西部 新宿区　中野区　杉並区

区西北部 豊島区　北区　板橋区　練馬区

区東北部 荒川区　足立区　葛飾区

区東部 墨田区　江東区　江戸川区

西多摩 青梅市　福生市　羽村市　あきる野市　瑞穂町　日の出町　檜原村　奥多摩町

南多摩 八王子市　町田市　日野市　多摩市　稲城市

北多摩西部 立川市　昭島市　国分寺市　国立市　東大和市　武蔵村山市

北多摩南部 武蔵野市　三鷹市　府中市　調布市　小金井市　狛江市

北多摩北部 小平市　東村山市　清瀬市　東久留米市　西東京市

島しょ 大島町　利島村　新島村　神津島村　三宅村　御蔵島村　八丈町　青ヶ島村　小笠原村
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第６節 他計画との関係 

（保健医療計画、障害者・障害児施策推進計画障害者計画・障害福祉計画、

地域福祉支援計画等） 

 

 本計画は、都の高齢者施策の推進に関連する他の計画並びに区市町村の老人福祉計画及

び介護保険事業計画とも整合性等を図りつつ策定しています。特に、地域包括ケアシステ

ムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号。以下「地

域包括ケアシステム強化法」という。）により、医療・介護の連携の推進や、地域共生社会

の実現に向けた取組の推進等について介護保険制度の見直しが行われたことから、これら

を踏まえ、本計画と同時に策定・改定される他計画との整合性を図ることがこれまで以上

に重要となっています。 

 

１ 福祉・保健・医療に係る計画等との関係 

（１）医療計画との整合性 

医療法第 30 条の 4に基づく医療計画については、平成 30年度を始期とする計画か

ら、6 年ごと（在宅医療等については 3 年ごと）に見直しを行うこととなり、介護保

険事業（支援）計画と作成・見直しのサイクルが同時期になりました。 

東京都では、医療法に基づく医療計画を含み、東京都の保健医療に関し、施策の方

向を明らかにする基本的かつ総合的な計画である「東京都保健医療計画」を本計画と

同じく平成 30 年●月に改定しました（第 6次改定）。 

「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37 年に向けて、医療や介護が必要な状態と

なっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、その地域で人生の最

期を迎えることができる環境を整備していくことは喫緊の課題であり、利用者の視点

に立って切れ目のない医療及び介護の提供体制を構築し、自立と尊厳を支えるケアを

実現していくことが求められています。 

本計画の策定に当たっては、平成 28 年 7 月に策定した「東京都地域医療構想」も踏

まえ、病床の機能分化・連携に伴い生じる、在宅医療等の新たなサービス必要量に関

する整合性を確保するため、東京都や区市町村の医療・介護担当者等の関係者による

協議の場を設置し、これまで以上に緊密な連携が図られる体制を整備し、介護サービ

スの見込量と、医療計画において掲げる在宅医療の必要量を整合させています。また、

認知症対策や多職種連携の推進など、医療と介護の連携の強化について記載を充実し、

医療計画との整合性を持った形で策定しています。 
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（２）都道府県障害福祉計画との調和 

東京都では、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84号）第 11 条第 2項に基づく障害者

施策に関する基本計画としての障害者計画と、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成 17年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）

第89条第1項に基づく障害福祉サービスの提供体制の確保等に関する計画である障害

福祉計画の 2つの性格を併せ持つ一体的な計画として、「東京都障害者・障害児施策推

進計画東京都障害者計画 第 5期東京都障害福祉計画（平成 30 年度～平成 32 年度）」

を本計画と同じく平成 30 年●月に策定しました。 

この計画では、障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現等を目指し、障害者施

策の総合的な展開や障害福祉サービス等の提供体制の確保について定めています。福

施設入所者や、精神科病院に入院している精神障害者の地域生活への移行を進めるこ

ととしています。 

本計画は、高齢者と障害児・者が共に利用できる「共生型サービス」や精神科病棟

からの入院中の精神障害者等の地域生活への移行に係る成果目標等との調和を保って

います。 

（３）都道府県地域福祉支援計画との調和 

要介護者等や世帯が抱える課題は近年複雑化・複合化しており、要介護者等の生活

全般の課題を解決するためには、障害者その他の者の福祉に関する施策との有機的な

連携を図ることが重要であるとともに、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合い

ながら、自分らしく活躍できるコミュニティを育成し、公的な福祉サービスを活用し

ながら、助け合いながら暮らすことのできる地域共生社会を実現する必要があります。 

東京都では、社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号）第 108 条第 1項に基づく都道府

県地域福祉支援計画として、「東京都地域福祉支援計画」を本計画と同じく平成 30 年

●月に新たに策定しました。この計画は、平成 30 年度から平成 32年度までの 3年間

の計画であり、東京都における高齢者、障害者、児童等の福祉の推進に関し、共通す

る考え方や施策の方向性等を提示するものです。本計画は、地域において様々な提供

主体によるサービスを実施、連携させる地域福祉支援計画と調和を保っています。 

（４）その他の計画との調和 

上記計画のほか、東京都では、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に

関する法律（平成元年法律第 64 号）に基づく都道府県計画、高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和 57 年法律第 80 号）第 9条に基づく都道府県医療費適正化計画、健康

増進法（平成 14 年法律第 103 号）第 8条に基づく都道府県健康増進計画である「東京

都健康推進プラン 21（第二次）」を策定しています。本計画は、これらの計画とも調

和を保って策定しています。 
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２ 住まいに関する計画との関係 

（１）都道府県住生活基本計画との調和 

  東京都では、住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）第 17条に基づく住生活基本計

画の都道府県計画の性格を併せ持つ「東京都住宅マスタープラン」を平成 29 年 3 月に

策定しました。このプランは、平成 28 年度から平成 37 年度までの 10年間の住宅施策

の展開の方向を示したものです。本計画では、第 2部第 3章「高齢者の住まいの確保

と福祉のまちづくりの推進」の部分を中心に、調和を図っています。 

（２）高齢者居住安定確保計画等との調和 

  東京都では、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13年法律第 26 号。以下

「高齢者住まい法」という。）に基づく高齢者居住安定確保計画として策定している「高

齢者の居住安定確保プラン」を平成 27 年 3月に改定し、本計画と同じく平成 30 年●

月に中間の見直しを実施しました。このプランは、高齢者の居住安定確保に向け、住

宅施策と福祉施策が連携し、総合的・計画的に施策を推進するため、基本的な方針と

実現のための施策を示すものです。本計画では、第 2部第 3章「高齢者の住まいの確

保と福祉のまちづくりの推進」の部分を中心に、調和を図っています。 

  上記計画のほか、東京都では、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に

関する法律（平成 19 年法律第 112 号。以下「住宅セーフティネット法」という。）に

基づく都道府県賃貸住宅供給促進計画として、「東京都住宅確保要配慮者賃貸住宅供給

促進計画」を平成 30 年●月に新たに策定しました。この計画は、平成 30 年度から平

成 37 年度までの 8年間の計画であり、住宅セーフティネット法に基づく登録住宅の目

標戸数や東京の実情に応じた登録基準等を定めるものです。本計画は、この計画とも

調和を保って策定しています。 

 

３ 2020 年に向けた実行プランとの関係 

  東京都では、都民ファーストの視点に立ち、大義ある政策を都民の共感を呼ぶ形で積

極的かつ計画的に展開するため、平成 29年度から平成 32年度までの新たな 4か年の実

施計画として、平成 28年 12 月に「都民ファーストでつくる『新しい東京』～2020 年に

向けた実行プラン～」を策定しました。 

実行プランは、「新しい東京」を作るため、「セーフ シティ」「ダイバーシティ」「ス

マート シティ」の 3つのシティを実現し、東京の課題解決と成長創出のために、東京

都の様々な政策を総動員して取り組むとしており、高齢者施策は「ダイバーシティ」の

実現に向けた政策の柱の一つ「高齢者が安心して暮らせる社会」に位置づけられていま

す。本計画は、その実現に資するよう策定しています。 
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他計画との関係 

 

  

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度 ３８年度

・第2章　介護サービス基盤の整備

・第5章　在宅療養の推進

・第6章　認知症対策の総合的な推進

・第7章　介護予防の推進と支え合う
　　　　  地域づくり

・第2章　介護サービス基盤の整備

・第4章　介護人材対策の推進

・第7章　介護予防の推進と支え合う
　　　　  地域づくり

・第3章　高齢者の住まいの確保と
　　　　  福祉のまちづくりの推進

　　　　　　　　　高齢者保健福祉計画との同時改定

高齢者保健福祉計画との
関係箇所

東京都保健医療計画（第6次改定）

東 京 都 健 康 推 進 プ ラ ン 2 1（第二次）

東 京 都 住 宅 マ ス タ ー プ ラ ン

第５期

高齢者保健福祉計画

第３期東京都医療費適正化計画

高齢者の居住安定確保プラン

医療関係

住まい関係

健康増進関係

都道府県住生活基本計画

都道府県医療費適正化計画

東京都全体の方向性

高齢者居住安定確保計画

医療及び介護の総合的な確保
地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に基づく都道府県計画

福祉関係

東京都障害者・障害

児施策推進計画

都道府県障害福祉計画

第６期

高齢者保健福祉計画

第７期

高齢者保健福祉計画

第８期

高齢者保健福祉計画

第９期

高齢者保健福祉計画

都道府県健康増進計画

都道府県医療計画

東京都地域医療構想

※医療計画の一部として策定

都民ファーストでつくる

「新しい東京」

～2020年に向けた実行プラン～

東京都地域福祉

支援計画

都道府県地域福祉支援計画

東京都住宅確保要配慮者

賃貸住宅供給促進計画

賃貸住宅供給促進計画
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第１節 人口構造 

１ 人口の推移 

平成 27 年の国勢調査によると、東京都の高齢者人口（65歳以上）は約 301 万人で、

総人口に占める割合（高齢化率）は 22.7%となっています。 

今後も高齢者人口は増加が続き、「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37 年には約

326 万人（高齢化率は 23.3%）、平成 42 年には約 339 万人（高齢化率は 24.3%）に達し、

都民の 4人に 1人が高齢者になると見込まれています。また、少子化により、生産年齢

人口（15歳から 64 歳まで）や年少人口（15 歳未満）は長期的には減少していくことが

予測されています。 

人口の推移 [東京都] 

 

 

  

（注）（ ）内は総人口（昭和 60 年～平成 27 年の総数は年齢不詳を含む。高齢化率の算出には分母から年

齢不詳を除いている。）。1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」[昭和 60 年～平成 27 年]、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

（平成 29 年 4月）[平成 32 年～平成 52 年の高齢化率（国）]、東京都政策企画局による推計（平成 28

年 12 月）[平成 32 年～平成 52 年] 
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２ 高齢者人口の推移 

東京都の高齢者人口を、前期高齢者と後期高齢者とに分けてみると、平成 27 年は前期

高齢者が約 157 万人、後期高齢者が約 144 万人となっています。今後は後期高齢者が大

幅に増加し、平成 32 年には約 169 万人となって前期高齢者を上回り、平成 37 年には約

191 万人、平成 52 年には約 196 万人に達すると見込まれています。 

後期高齢者が総人口に占める割合（後期高齢者人口割合）は、平成 27年は 10.8%です

が、平成 37 年には 13.7%、平成 52 年には 14.6%にまで上昇すると予測されています。 

 

高齢者人口の推移[東京都] 

 
（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」[平成 12 年から平成 27 年まで]、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推

計人口」（平成 29 年 4月）[平成 32 年から平成 52 年までの後期高齢者人口割合（全国）]、東京都政策

企画局による推計（平成 28 年 12 月）[平成 32 年から平成 52 年まで] 
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また、後期高齢者のうち特に要介護認定率の高い 90 歳以上の高齢者は、平成 52年に

は平成 27年に比べて約 2.8 倍に増加すると予測されており、中重度要介護者の増加に伴

う医療ニーズの増加などが見込まれます。 

 

後期高齢者人口の推移[東京都] 

 

 

 

 

年齢階級別要支援・要介護認定率（平成 29 年 1月）[東京都] 

 

  

（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」[平成 12 年から平成 27 年まで]、東京都政策企画局による推計（平成 28 年 12

月）[平成 32 年から平成 52 年まで] 

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査（平成 29 年 1 月審査分）」、東京都総務局「住民基本台帳による東

京都の世帯と人口（平成 29 年 1月）」 
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３ 高齢者人口の都道府県比較 

平成 27 年から平成 37 年までの高齢者人口と後期高齢者人口について、その増加率を

都道府県ごとに見ると、東京都は 47 都道府県中それぞれ 11 位と 12 位となっています。

一方、増加数を見ると、東京都はともに全国 1位と予測されており、特に、要介護認定

率が高い傾向にある後期高齢者は約 54 万人増加することが見込まれています。 

高齢者人口（65歳以上）の増加率・増加数の推計値（平成 27 年→平成 37 年）

 

後期高齢者人口（75 歳以上）の増加率・増加数の推計値（平成 27 年→平成 37 年）

 

  
資料：総務省「国勢調査」[平成 27 年]、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平

成 25 年 3月）[平成 37 年] 



 

19 

第２節 世帯の状況 

平成 27 年の国勢調査によると、東京都における一般世帯総数は約 669 万世帯で、そのう

ち世帯主が 65 歳以上で夫婦のみの世帯（高齢夫婦世帯）は約 56万世帯（総世帯に占める

割合は 8.4%）、世帯主が 65 歳以上の単身世帯（高齢者単独世帯）は約 74 万世帯（総世帯

に占める割合は 11.1%）となっています。 

今後、東京都における高齢者のみの世帯は増加傾向が続き、とりわけ、一般世帯に占め

る高齢者単独世帯の割合が大幅に増えると予測されています。 

また、要介護者等と同居している主な介護者と、要介護者等それぞれの年齢構成がとも

に 65 歳以上であるいわゆる「老老介護」の割合を見ると、平成 22 年には全国で 45.9％、

平成 25 年には 51.2％、平成 28 年には 54.7％と経年的に増加しています。 

世帯数の推移[東京都] 

 

 

 

 

  

（注）1万世帯未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

資料：総務省「国勢調査」［平成 7 年から平成 27 年まで］、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数

の将来推計」（平成 26 年 4月）[平成 32 年から平成 47 年まで] 
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老老介護の割合[全国] 

  

 

  資料：厚生労働省「平成 28 年 国民生活基礎調査の概況」を元に作成 
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第３節 地域資源の状況 

１ 地域のつながり 

東京都に居住する 65 歳以上の在宅の高齢者に対して、地域の方々とのつながり（近所

づきあい、交流など）について、以前と比べてどのように感じるか尋ねたところ、「以前

と変わらず弱い」が 30.3％と最も高く、次いで「少し弱くなっている」が 18.2％、「弱

くなっている」が 15.6％と続き、これらを合わせた割合は 64.1％となっており、地域で

の支え合いなどのインフォーマルなサポートも弱くなってると考えられます。 

地域とのつながり[東京都] 

 

 

 

２ 企業やＮＰＯ法人等の集積 

東京都には企業が約 44万社、ＮＰＯ法人が約 1万団体存在するなど、多様な事業主体

が集積しており、豊富な経験と知識を持った人材の層が厚いと考えられます。 

企業、ＮＰＯ法人の状況[東京都] 

 

  

資料：東京都福祉保健局「平成 27 年度東京都福祉保健基礎調査 高齢者の生活実態」 

資料：経済センサス‐活動調査 速報集計(企業等に関する集計)（平成 28 年）、東京都ＮＰＯ法人ポータル

サイトＮＰＯ法人設立認証団体一覧（平成 29 年 8月 31 日現在） 
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３ 社会参加の意欲 

東京都に居住する 65 歳以上の在宅の高齢者に対して、今後の社会参加の意向について

尋ねたところ、「今後、参加してみたい（活動し続けたい）」が 45.3％となっており、参

加してみたい（活動し続けたい）人に、どのような活動を行いたいか尋ねたところ、「趣

味・学習・スポーツ活動」が 74.6％と最も高く、次いで「自治会、町内会、老人クラブ、

ＮＰＯ団体などの役員・事務局活動」が 23.3％、「地域行事を支援する活動」が 22.7％

と続いており、高齢者の社会参加の意欲も決して低くないことが見て取れます。 

社会参加の意向[東京都] 

 

今後活動してみたい内容[東京都] 

 

 

  

資料：東京都福祉保健局「平成 27 年度東京都福祉保健基礎調査 高齢者の生活実態」 
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第４節 高齢者の住まいの状況 

○ 高齢者の住まいの状況については、第 2部第 3章第 1節（●●165 ページ）を参照 

 

第５節 認知症高齢者の状況 

○ 認知症高齢者の状況については、第 2部第 6章第 1節（●●275 ページ）を参照 

 

第６節 高齢者の就業の状況 

○ 高齢者の就業の状況については、第 2部第 7章第 6節（●●366 ページ）を参照 
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第１節 計画策定の背景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 介護保険制度の変遷 

（１）介護保険制度の導入と定着 

高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加や、核家族化の進行など家族をめぐる状況

の変化に対応するため、社会全体で高齢者介護を支える仕組みとして、平成 12 年 4

月に介護保険制度が導入されました。平成 18 年には、介護予防サービスや地域密着型

サービスが導入され、その後も定期巡回・随時対応型訪問看護介護や看護小規模多機

能型居宅介護などの新たなサービスが創設されるなど、数次にわたって制度の改正が

行われています。 

介護保険制度創設以来、介護サービスの提供基盤は急速に整備されてきており、東

京都におけるサービス利用者数は、制度発足時の約 11 万人から平成 29年 4 月には約

49 万人に、給付費は約 2,529 億円から●●億円に増加するなど、介護保険制度は都民

の生活を支える仕組みとして定着してきました。 

（２）地域包括ケアシステムの構築 

平成 23 年の介護保険法の改正では、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で生活で

きるよう医療、介護、介護予防、住まい、生活支援が一体的に提供される「地域包括

ケアシステム」の確立が急務とされました。同時に、国及び地方公共団体は、「地域包

括ケアシステム」の構築に向けた取組を推進することとされました。 

平成 26 年の介護保険法等の改正では、地域包括ケアシステムの構築のため、医療と

介護の連携強化、認知症施策の推進、地域ケア会議1の推進、生活支援サービスの体制

整備等、区市町村が主体となったサービスの充実が図られました。 

                                                
1 地域ケア会議 

 介護支援専門員、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者、民生委員その他の関係者、関係機関及

び関係団体により構成される会議体。(1)高齢者個人に対する支援の充実と、(2)それを支える社会基盤の整備

を同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた手法として区市町村や地域包括支援センターが開

催する。 

○ 社会全体で高齢者介護を支える仕組みとして、平成 12年 4 月に介護保険制度が導

入されました。 

○ 平成 23 年には、高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう、医療、

介護、介護予防、住まい、生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」

の構築が示されました。 

○ 平成 30 年 4月の制度改正により、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、

保険者機能の強化等が図られました。 
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また、「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37 年を見据えた中長期的な視野に立

ち、地域包括ケアシステムの構築を図っていくこととされました。 

（３）平成 30年 4 月介護保険制度等改正の主な内容 

平成 29年 5 月に成立した「地域包括ケアシステム強化法」において、介護保険法等

の関係法律の改正が行われました。 

この改正では、高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止を進め、地域共生社会

の実現や制度の持続可能性を確保することを配慮しながら、地域包括ケアシステムの

一層の推進を図ることを目的として、各種制度が改正され、平成 30年 4月以降に順次

施行されます。 

特に、平成 37年に向けて、地域包括ケアシステムをさらに深化・推進していくため

以下の改正が行われました。 

① 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進 

全ての区市町村が保険者機能を発揮し、地域の実態や課題を分析して、高齢

者一人ひとりに必要な自立支援や重度化防止等に向けて取り組むことが求めら

れます。 

② 医療・介護の連携の推進 

  「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル2」等の機能と、「生活施設」

としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設として介護医療院が創設さ

れます。 

③ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

地域住民や地域の多様な主体が参加し、世代や分野を超えてつながることで、

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会の実現を目

指します。 

さらに、介護保険制度の持続可能性の確保という観点から、所得や資産のある人の

利用者負担が見直されました。 

                                                
2 ターミナル 

 人生の最終段階（終末期） 
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介護保険制度のこれまでの歩み 

平成 12 年に、「利用者本位・自立支援・選択（自己決定）」を理念としてスタートし

た介護保険制度は、6 期 18 年が経過し、いまや高齢者の介護を国全体で支える社会保

障の仕組みとして、国民の間に定着しています。 

東京都においても、近年は高齢者人口の伸びを上回る速さで要介護（要支援）認定者

数が伸びており、それに併せてサービスの利用量も増えています。 

介護保険は制度上、サービスの利用量（介護保険給付費）の増加に比例して、その財

源となる介護保険料も上昇する仕組みになっており、給付と負担とのバランスのとれた

健全な財政を維持していくことが、持続可能な社会保障制度の確立を図るための課題と

言えます。 

     

 

 

介護保険料 第1期　3,056円 第2期　3,273円 第3期　4,102円

認定割合 9.4% 11.0% 12.6% 14.1% 15.5% 16.1% 16.5% 16.1% 16.1% 16.0%

8億円 21億円 27億円 33億円 36億円 112億円 241億円 252億円 263億円 280億円
1,434億円 1,722億円 1,924億円 2,009億円 2,095億円 2,041億円 1,881億円 1,957億円 1,962億円 2,059億円

48億円
86億円

131億円 196億円 283億円 371億円 464億円 545億円 615億円
711億円

1,039億円

1,519億円

1,846億円
2,172億円

2,392億円 2,478億円 2,472億円
2,517億円 2,612億円

2,834億円

2,529億円

3,348億円

3,928億円

4,409億円
4,806億円

5,003億円 5,058億円
5,271億円

5,452億円

5,884億円

176千人 215千人 255千人 296千人 335千人 358千人 378千人 384千人 395千人 407千人

1,868千人
1,951千人

2,025千人
2,098千人

2,154千人
2,218千人

2,295千人
2,381千人

2,456千人
2,541千人

0
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14,000

平成12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

人
数
（
千
人
）

在宅サービス費

居住系サービス費

施設サービス費

高額介護サービス費等（特定入所者介護（介護予防）サービス費を含む。）

要介護（要支援）認定者数（第2号被保険者を含む。）

第1号被保険者数

介護保険法施行、財源は公費50％＋保険料

50％、利用料は保険給付9割＋自己負担1割

介護報酬マイナス

2.3％改定

17年10月：施設における食

費・居住費の自己負担化

介護報酬プラス3％改定、全国で4万人分の介護基盤

緊急整備、介護職員処遇改善交付金（23年度まで）

介護報酬マイナス2.4％改定（17年10

月分を含む。）、要支援が2区分となり

介護予防サービス創設、地域包括支

援センター・地域密着型サービス創設

在宅サービス費が施設

サービス費を上回る

5 

認定割合＝第2号被保険者を含む要介護認定者数/第1号被保険者数 （要介護認定率とは異なる。）

東京の介護保険制度 ～「これまで」と「これから」～ 
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これからの介護保険制度 

今後高齢化がますます進む社会において、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続でき

るようにするためには、医療・介護・介護予防・住まい・生活支援を、更に充実させて

いく必要があります。 

保険者である区市町村においても、「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37 年を目

途に地域包括ケアシステムを構築するためには、中長期的な視野に立った施策展開が重

要であり、第 5 期で開始した地域包括ケア実現のための方向性を継承しつつ、その取組

を更に本格化していくことが求められています。 

東京都は、今後とも介護保険制度を安定的かつ持続可能なものとしていくため、必要

な制度改正を国に提言するとともに、介護サービス基盤の整備や医療・介護連携に向け

た広域調整の取組、介護人材の確保・定着・育成に向けた取組等を推進し、地域の特性・

実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を推進する区市町村を支援していきます。 

 

  

第4期　4,045円
6,918円
（見込み）

8,436円
（見込み）

16.4% 17.1% 17.6% 18.0% 18.2% 18.9% 19.5% 20.3% 22.3% 24.5%

第5期　4,992円 第6期　5,538円（見込み）

318億円 329億円 357億円 377億円 401億円 425億円 447億円 477億円 551億円 700億円

2,108億円 2,122億円 2,191億円 2,257億円 2,343億円 2,407億円 2,489億円 2,603億円
2,857億円

3,138億円

781億円 872億円 972億円 1,046億円 1,133億円 1,221億円 1,310億円
1,417億円

1,628億円

1,852億円3,051億円
3,281億円

3,581億円
3,799億円

4,065億円
4,309億円

4,479億円
4,680億円

5,412億円

6,417億円

6,258億円
6,605億円

7,101億円
7,479億円

7,942億円

8,363億円
8,726億円

9,176億円

10,449億円

12,107億円

424千人 447千人 472千人 504千人 526千人 566千人 593千人 623千人
695千人

772千人

2,592千人 2,615千人
2,686千人

2,794千人
2,884千人

2,993千人 3,038千人 3,071千人
3,122千人 3,152千人

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 32年度 37年度

介
護
保
険
給
付
費
（
億
円
）

【平成12年度 → 平成37年度（見込み）】

第 １ 号 被 保 険 者 数：1,868千人→3,152千人（1.7倍）

要介護（要支援）認定者数 ： 176千人→ 772千人（4.4倍）

介 護 保 険 給 付 費 ：2,529億円→12,107億円（4.8倍）

介護報酬マイナス2.27％改定、予防給付のうち訪問介護・通所介

護を区市町村の地域支援事業に移行（平成29年度までに）
介護報酬プラス

1.2％改定

今後更新 
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本計画は､平成 30 年度から平成 32 年度までの 3 年間を計画期間とし､中長期的には

｢団塊の世代｣が後期高齢者となる平成 37 年を見据えたものです｡将来の施策を検討す

るためには､これまでの歩みを振り返り､築いてきた基盤の上に立って､将来を展望する

ことが欠かせません｡そこで､東京都が取り組んできた福祉施策､とりわけ平成 12 年の

介護保険制度導入以降の福祉改革の取組について概観します｡ 

 

● 福祉改革の背景 

  平成 3 年のバブル経済崩壊を端緒とする日本経済の停滞期において､都財政は極めて

深刻な様相を呈するようになりました｡福祉施策についても､それまでの経済給付的事業

を中心とした制度では､増大する福祉ニーズに応えられなくなりました｡このため､優先

順位の明確化と既存事業の再点検､福祉サービスの利用が阻害されないよう十分配慮し

ながら利用者負担を求めていくことなど､仕組みの転換が不可欠となりました｡ 

 

  平成 11 年 8 月､都は「福祉施策の新たな展開」を発表し、老人福祉手当等の経済給

付的事業から在宅サービスを中心とした福祉サービスの量的・質的な充実への施策転換

を主な内容とする基本的方向を提示しました。 

 

  そして、平成 11 年 12 月には、「福祉改革ビジョン」及び「21 世紀高齢社会ビジョ

ン」を発表し、見直しの具体的内容とともに、今後充実する施策の方向性を示しました。 

 

● 「東京都福祉改革推進プラン」「ＴＯＫＹＯ福祉改革ＳＴＥＰ２」の策定 

  平成 12 年 12 月に策定した「東京都福祉改革推進プラン」では、「福祉改革ビジョン」

等の考え方を更に発展させ、福祉サービス提供のシステムを利用者志向で効率的な「開

かれた福祉」のシステムに変えていく「福祉改革」を進めていくために、「選択」、「競い

合い」、「地域」の 3 つのキーワードを掲げました。 

 

 

 

 

   

東京の福祉改革の歩み 



 

33 

 

 

  平成 14 年 2 月には、「ＴＯＫＹＯ福祉改革ＳＴＥＰ２」を発表しました。「重装備施

設偏重の従前の画一的な福祉を改革し、地域のケア付き住まいを重視した、きめ細かな

福祉を実現する」、「多様な主体の参入により競争を促し、公立・社会福祉法人中心の供

給体制を改革するとともに、利用者選択を支える仕組みをつくる」という二つのコンセ

プトを示し、これに基づき各種の取組を進めることとしました。 

 

 

 

 

 

● 福祉保健局発足と「福祉・健康都市 東京ビジョン」の策定 

  平成 16 年 8 月､少子高齢社会に対応し､健康に対する都民の安心を確保するため､福

祉局と健康局が組織統合し、福祉保健局が発足しました｡これにより､福祉保健施策を一

体的･総合的に推進する体制が整いました｡ 

 

  そして､平成 18 年 2 月には、「福祉・健康都市 東京ビジョン」を策定し、福祉・保

健・医療施策に対する都の基本姿勢を明らかにしました。これは、福祉と保健・医療の

両分野を貫く初めての基本方針であり、高齢者保健福祉計画等の分野別計画の策定・推

進の基本となるものでした。「一人ひとりのライフステージと生活の全体を捉えニーズを

把握すること」、「大都市東京の課題を克服し、強みを活かすこと」、「民間・地域・行政

の三つの力を活かすこと」の三つの視点を提示し､都民のニーズを的確に把握しながらよ

り効果的･効率的な施策展開を目指すこととしました｡そして､これからの行政の役割は､

必要とする人に必要なサービスが行き届くよう、多様な提供主体から構成される地域の

サービス提供システム全体を調整していくことであるとしました。 

 

  その後も「福祉・健康都市 東京ビジョン」の基本方針を継承しながら、「東京の福祉

保健 分野別取組」（平成 19 年度から平成 24 年度まで「東京の福祉保健の新展開」）

を策定し、毎年度、社会状況の変化を踏まえた事業展開を明らかにしています。 

 

  今後とも東京都は、少子高齢化の進行など社会の変化や国の改革の動向に留意しつつ、

東京の強みを生かし課題を克服していくために、不断の改革を進めていきます。 

  

【都独自の取組例】 

・都独自の認証保育所制度の導入     ・認知症グループホームの整備促進 

・第三者によるサービス評価制度の導入  ・株式会社やＮＰＯ法人の参入促進 
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２ 計画策定に当たっての基本的な指針 

国は、区市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画の策定のための

基本的事項を定めるとともに、地域の実情に応じた介護給付等対象サービスを提供する

体制の確保及び地域支援事業の実施が計画的に図られるようにすることを目的として、

介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（以下「基本

指針」という。）を示しています。 

第 6期においては、平成 37 年を見据えた中長期的な視野に立ち、地域包括ケアシステ

ムの構築に努めることとされていましたが、第 7期計画期間においては、第 6期で目指

した目標や具体的な施策を踏まえ、引き続き地域包括ケアシステムの着実な構築に向け

た取組を進めていくこととされています。 

基本指針には、制度改正の趣旨である「自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の

強化の推進」「医療計画等との整合性の確保」「地域共生社会の推進」等が新たに追加さ

れました。 

特に、保険者機能の強化については、区市町村が自立支援・重度化防止に向けた取組

や目標を計画に記載することが求められており、都道府県はこうした取組を行う区市町

村を支援するための取組内容や目標を示すこととされています。 
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第２節 計画の理念・施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画の理念 

  本計画では、大都市の東京の目指すべき姿として、以下の理念を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域で支え合いながら安心して暮らし続けることができる東京 

 

高齢者が、経験や能力を活かして居場所と役割を持ち、地域で支え、支えられなが

ら、自らが望む住まい方、暮らし方、生き方を様々な選択肢の中から主体的に選び、

安心して共に暮らし続けることができる東京のまちづくりを推進していく。 

 

○ 大都市東京の目指すべき姿として、「地域で支え合いながら安心して暮らし続け

ることができる東京」を計画の理念とし、都は、その実現に向け、東京における地

域包括ケアシステムの構築を進めます。 

○ 豊かな社会資源が集積している東京の特性を踏まえ、地域の力や民間の力など

様々な資源を活用しながら、自助・共助・公助に互助を組み合わせ、それぞれの地

域の実情に応じた地域包括ケアシステムを都内各地で構築していく必要がありま

す。 

○ 都は、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に取り組む区市町村を支

援していきます。 
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２ 施策の方向性 ～東京における地域包括ケアシステムの構築～ 

 計画の理念の実現に向けて、都は、東京における地域包括ケアシステムの構築を目指

します。 

（１）地域包括ケアシステムとは 

地域包括ケアシステムとは、「地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣

れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、

介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制」の

ことです（持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（平

成 25 年法律第 112 号）第 4条第 4項）。 

介護保険法第 5条第 3項には、国及び地方公共団体の責務として、地域包括ケアシ

ステムの構築が規定されています。 

国は、「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37 年を目途に、地域包括ケアシステ

ムの構築を進めていくこととしており、保険者である区市町村や都道府県が地域の特

性に応じて作り上げていくことが必要であるとしています。 

（２）東京の特性を踏まえた地域包括ケアシステムの姿 

平成27年から平成37年までの東京都の高齢者人口の増加数は全国1位と推計され、

高齢者単独世帯や高齢夫婦世帯も増加することが見込まれています。 

医療・介護が必要な人や認知症の人など、地域で支援が必要な高齢者が増えていく

一方で、地域で活躍することができる元気な高齢者も増えていくこととなります。 

東京は、高度な医療を提供する医療機関が集積していること、企業やＮＰＯ法人な

どの多様な事業主体が活発に活動していること、豊富な経験と知識を持った人材が数

多く存在することなどの強みを有しています。 

また、大都市部から自然豊かな山間部、島しょ地域まで、人口動態や地理的条件、

社会資源等が地域によって大きく異なることも東京の特性です。 

計画の理念である「地域で支え合いながら安心して暮らし続けることができる東京」

を実現していくためには、こうした東京の特性を踏まえ、地域の力や民間の力など様々

な資源を活用しながら、自助・共助・公助に互助を組み合わせ、それぞれの地域の実

情に応じた地域包括ケアシステムを都内各地で構築していくことが求められます。 

（３）施策の方向性 

本計画では、都内の各地域で次の 4つの状態が実現されていることを目指します。4

つの状態が実現し、地域包括ケアシステムが構築されている一つのイメージ図が 38

ページからの図です。 
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高齢者一人ひとりの自立と選択を支援 

 

・地域包括支援センターが中心となり、高齢者や家族の相談を受け、高齢者の抱える

様々な問題に対応します。 

・地域包括支援センターや介護支援専門員が、高齢者が地域で自立して生活していく

のに必要なサービスをコーディネートします。 

・高齢者や家族の意思と選択が尊重され、高齢者本人が自ら望む生活が送れます。 

１ 

高齢者の生活を支えるための適切な住まいの確保 

 

・可能な限り自宅での生活が続けられます。 

・住み慣れた地域で暮らし続けられるよう高齢者向けの様々な住まいが確保されてい

ます。 

 

適切な医療・介護サービス等の一体的な提供 

 

・地域の実情に応じて必要な医療・介護等のサービスがバランスよく整備されていま

す。 

・中重度の要介護高齢者が在宅で暮らし続けられるよう、医療と介護のサービスが一

体的に提供される在宅療養の体制が整っています。 

・認知症になっても地域で安心して生活できるよう、認知症の人と家族を地域で支え

る体制が整っています。 

・これらのサービス等が十分に提供できる専門人材が確保されています。 

 

住民主体の生活支援・介護予防サービスと 

高齢者の社会参加 

・住民等の多様な主体による多様な生活支援・介護予防サービスが充実するととも 

に、高齢者がその担い手となり、生きがいや役割をもって生活できる地域づくりが

進んでいます。 

・ボランティアや趣味活動等、高齢者が生きがいをもって社会参加を行い、地域社会

の担い手として活躍できます。 

２ 

３ 

４ 



 

38 

  

地域包括ケアシステムの姿 

別紙参照 
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地域包括ケアシステムの姿 

別紙参照 
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（４）地域包括支援センターの役割 

地域包括支援センターは、区市町村によっておおむね日常生活圏域3ごとに設置され

ており、地域包括ケアシステムの構築に向けた中核的な機関として、以下の役割を果

たすことが期待されています。 

 

① 高齢者やその家族の相談対応、必要な支援のコーディネート 

地域包括支援センターは、高齢者やその家族からの相談を受け、医療や介護等の

専門職によるサービスだけでなく地域にある様々なサービスを活用して、その人に

必要な支援をコーディネートするなど、包括的な支援につなげていく役割を担いま

す。また、地域の居宅介護支援事業所の介護支援専門員への支援も行います。 

② 支援に関わる様々な関係機関のネットワークの構築 

医療や介護が必要な高齢者を支援していくためには、地域の関係機関の連携・協

働が必要であり、例えば、在宅療養の提供では、在宅医や訪問看護師、介護支援専

門員、訪問介護員等が、認知症高齢者への支援では、かかりつけ医や専門医療機関、

介護事業所等が連携し対応していくことが求められます。地域包括支援センターは、

個々の高齢者の状況に応じて、様々な機関や職種等によるネットワークを構築する

役割を担います。 

③ 生活支援や見守り等に住民が主体的に参加し、高齢者を支援していく地域づくり 

    介護予防の活動や、生活支援、見守り等を行うには、元気な高齢者など地域住民

の主体的な参加が必要です。地域包括支援センターは、地域全体で高齢者を支援す

る住民参加の地域づくりにおいて、中心的な役割を担います。 

  

   平成 30年 4 月の介護保険制度改正では、区市町村が保険者機能を果たし、高齢者の

自立支援、要介護状態の軽減・悪化の防止といった制度の理念を堅持しつつ、多角的

な地域分析の下で地域の実情に合わせた地域包括ケアシステムを深化させていくこと

としています。 

設置主体である区市町村には、地域包括支援センターが上記の役割を十分に発揮し、

地域に暮らす高齢者が安心して暮らし続けられるよう体制を構築することが求められ

ています。 

 

 

                                                
3 日常生活圏域 

 地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備の

状況その他の条件を総合的に勘案して、各区市町村が、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを構築する

区域 
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（５）まちづくりの視点と東京都・区市町村の役割 

地域包括ケアシステムの実現に向けては、サービス基盤や住まい等の整備を地域ご

との将来の姿や課題を踏まえたまちづくりの一環として位置付けることが重要です。

同時に、町会や自治会、ボランティア団体等の活動といった既存のコミュニティに加

え、高齢者を含む全ての地域住民が主体的に参加し、地域の中で支え、支えられる仕

組みを作る「地域づくり」の観点も重要であり、ハード面の整備と一体となった「ま

ちづくり」が求められています。 

こうした「まちづくり」は区市町村を中心として行われます。各区市町村は各地域

の課題や必要となるサービス等を把握し、それぞれの地域の実情に応じた地域包括ケ

アシステムの姿を描き、その上で地域の住民や様々な人材が相互に連携できるコミュ

ニティを築き、高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を図っ

ていくことなどが求められています。 

よって、区市町村は、都内各地域で地域の実情に合った地域包括ケアシステムを構

築し、都はこうした各区市町村の取組を支援する役割を担います。 

広域的自治体として、東京都は、広域利用を前提とした施設等の整備、地域包括ケ

アを担う人材育成などの基盤づくりを行っていきます。具体的には、様々な主体によ

る地域包括ケアシステムの構築事例の共有や技術的助言、各種補助制度等を実施して

いくとともに、必要に応じて介護報酬改定等の制度設計について、国へ提案要求して

いきます。 
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第３節 地域包括ケアシステム構築に向けた取組と視点 

 

 

 

 

 

 

 

１ 第 7期高齢者保健福祉計画の位置づけについて 

第 6期計画は、中長期的には平成 37 年を見据えた最初の介護保険事業（支援）計画と

して策定されました。今計画である第 7期計画も、引き続き平成 37年に向け中長期的な

視点で取り組むこととされており、第 6 期計画に続く「2 期目」の計画として位置付け

られています。 

特別養護老人ホームなどの介護サービスの基盤整備や高齢者の住まいの供給等は、こ

れまでも平成 37年のサービス基盤や住まいの必要量に向けて整備が進められており、第

7期計画でも平成 37 年に向け引き続き着実に整備を進めていく必要があります。 

また、第 6期計画においては、地域包括ケアシステムの構築に向けて、在宅療養や認

知症対策、介護予防や生活支援サービスを推進していくための取組について、区市町村

を主体とした体制整備が進められ、在宅医療・介護連携推進事業の取組や生活支援コー

ディネーター4の配置等、様々な取組が開始されました。 

第 7期計画は、こうした取組を本格的に実施し、必要に応じて見直しを行いながら、

目指すべき地域づくりを進めるための計画と位置づけられます。 

都は、第 7期の計画期間を通して、区市町村の取組に対して、広域的自治体として、

人材育成や専門職の派遣、好事例の提供等の支援を行うことで、全ての地域でそれぞれ

の実情にあった体制の整備が進むよう支援していきます。 

 

２ 地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

  都が目指す地域包括ケアシステムの実現に向け、平成 37年の東京の高齢者の状況を見

据え、大都市の強みを生かしながら、以下の 7つの分野について重点的に取り組んでい

きます。 

  

                                                
4 生活支援コーディネーター 

 生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資

源の開発やそのネットワーク化などを行う者 

○ 平成 37 年の地域包括ケアシステムの構築を初めて掲げた第 6期計画に引き続き、

各分野において、重点的に取組を進めていきます。 

○ それぞれの分野の取組を総合的・戦略的に地域に展開していくため、「地域の実情

に即した展開」、「分野横断的な施策と取組」、「多様な主体の参加と協働」を横軸の

視点として施策を展開していきます。 
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１ 介護保険制度の円滑・適正な運営と区市町村への支援  

～高齢者の自立と尊厳を支えるために～ 

  介護保険制度の基本理念である「高齢者の自立と尊厳」を支えていくためには、

適切な要介護認定やケアマネジメントの提供とともに、介護サービスの質の向上

やサービス情報の提供も必要です。また、保険者である区市町村が、地域の実情

に応じて必要なサービスをマネジメントし、高齢者の自立支援、重度化防止に取

り組んでいくことは大変重要です。 

保険者である区市町村を支援し、適正なケアマネジメントやサービスが提供さ

れ、高齢者一人ひとりの生活が自立と尊厳が維持されたものとなることを目指し

ます。 

３ 高齢者の住まいの確保と福祉のまちづくりの推進  

～多様なニーズに応じた居住の場を選択できるように～ 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、生活の基盤となる適切な住ま

いの確保が重要です。高齢者が多様なニーズに応じた居住の場を選択できるように

するとともに、地域で安全に安心して暮らすことができる環境を整備することを目

指します。 

４ 介護人材対策の推進 ～質の高い介護サービスを安定的に提供するために～ 

今後一層の増加が見込まれる介護ニーズに適切に対応していくためには、サービ

スを担う介護人材を安定的に確保していくことが必要です。より多くの人が介護の

仕事に就くことを希望し、仕事に就いた後もやりがいを持って働ける環境を整備す

ることで、質の高い介護人材の確保を目指します。 

２ 介護サービス基盤の整備 ～住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために～ 

東京では、今後更に医療や介護のサービスが必要な高齢者が増えていきます。在

宅サービスや施設サービス、地域密着型サービスなど介護サービス基盤をバランス

よく整備していくことで、介護が必要になっても高齢者が住み慣れた地域で安心し

て暮らすことができることを目指します。 
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６ 認知症対策の総合的な推進 ～認知症になっても安心して暮らせる東京を目指して～ 

東京の認知症高齢者は増加しており、今後も急増していくことが見込まれます。

認知症高齢者が、容態に応じて適切な医療・介護・生活支援等を受けることができ

るよう、医療機関や介護サービス事業者等、様々な地域資源が連携したネットワー

クを構築することにより、認知症になっても安心して暮らせるまちの実現を目指し

ます。 

 

５ 在宅療養の推進 ～医療と介護の連携強化による 24 時間の安心を目指して～ 

医療及び介護が必要な高齢者が増加していく中、いつでも身近なところでサービ

スの提供を適切に受けることが可能な体制の実現が求められます。医療・介護サー

ビスの従事者が連携しサービス提供体制を構築することで、病院に入院しても円滑

に在宅療養に移行し、在宅での生活を維持しながら医療及び介護のサービスの提供

を受けることができることを目指します。 

７ 介護予防の推進と支え合う地域づくり 

 ～「支えられる存在」から「地域を自ら支える存在」へ～ 

元気な高齢者が、仕事や趣味活動などの社会参加活動、介護予防に取り組むこと

で、いきいきと地域で暮らしていくとともに、ボランティアなどの地域社会の担い

手として活躍できることを目指します。また、地域住民の力に加え、東京の強みで

ある充実した生活インフラやＮＰＯ法人等の活動とも連携・協働し、高齢者を地域

で支え、高齢者のニーズに応じた生活支援サービス等が提供されることを目指しま

す。 
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３ 地域包括ケアシステム構築の視点 

地域包括ケアシステムを構築するためには、医療・介護・介護予防・住まい・生活支

援などそれぞれの分野ごとの施策の充実を図るとともに、取組を総合的・戦略的に地域

に展開していくため、それらを結び付ける「横軸」の視点も重要となります。 

（１）地域の実情に即した展開 

東京都には、島しょ部から平野部、山間部まで多様な地理特性があります。また、

人口が増加している地域がある一方、過疎化が進んでいる地域もあります。木造住宅

が密集した古くからの住宅地や高度成長期に造成された大規模団地、新興住宅地や農

漁村など、まちの特性も様々です。さらに、高齢化の進み方や地域の社会資源、住民

の地域活動への参加の程度が異なるなど、「東京」の実情は地域によって多様です。 

地域包括ケアシステムの基本的な構成単位は、おおむね 30分以内に必要なサービス

が提供できる、中学校区程度の日常生活圏域となっていますが、都内の日常生活圏域

の実情も様々であると言えます。 

このため、東京における地域包括ケアシステムの構築に当たっては、大都市といっ

た一律の特性のみを考慮するのではなく、日常生活圏域単位の地域の実情に合わせた

取組が重要となります。 

区市町村は地域特性や高齢者のニーズを把握し、地域の実情にあったサービス基盤

の整備や地域づくりに取り組んでいく必要があります。 

（２）分野横断的な施策と取組 

様々な分野にまたがる複雑化した課題を解決するためには、行政の縦割りを排し、

医療・介護・住宅・労働・まちづくりなど、部局の垣根を越えて政策を横串で連携さ

せていくことが必要です。 

例えば、空き家を高齢者向けの住まい等に活用するためには、福祉、医療、建築、

まちづくりなどの様々な分野が連携して活用促進策を考えていくことが必要です。介

護と仕事の両立についても、統一的な情報発信を行うなど、福祉部門と労働部門との

連携が重要になります。 

また、対象者ごとに縦割りで整備された支援制度の下で、対応が困難なケースも出

てきており、個人や世帯が抱える様々な課題に包括的に対応していくことが必要とな

っています。 

（３）多様な主体の参加と協働 

地域包括ケアシステムの構築には、医療・介護・福祉事業者はもとより、地域で活

動する様々な事業者や住民組織など多様な主体との連携と協働が必要です。 

東京では、ＮＰＯ法人や社会福祉法人、企業などの多様な事業主体が活動しており、

マーケティングやシステム開発の専門家など様々な専門性を持つ人材も多く存在して
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います。これらの力を地域包括ケアシステムの構築につなぎ合わせていくことが重要

です。 

また、様々なスキルや社会経験を持つ「団塊の世代」は、従来の高齢者とは異なる

新しい価値観や発想を有し、社会参加への意欲を持っている人も多いと言われていま

す。こうした人材を地域づくりに結び付けることで地域の活性化を図ることができる

と考えます。 
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第４節 地域共生社会と地域包括ケアシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地域共生社会とは 

地域共生社会とは、制度・分野ごとの「縦割り」や支え手・受け手という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代

や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域

をともに創っていく社会を目指すものです。 

昨今、様々な分野の課題が絡み合って複雑化したり、個人や世帯単位で複数分野の課

題を抱え、複合的な支援を必要とするといった状況がみられ、対象者ごとに「縦割り」

で整備された公的な支援体制の下で、対応が困難なケースが浮き彫りとなっています。

例えば、介護と育児に同時に直面する世帯、いわゆる「ダブルケア5」や、障害のある子

と要介護の親の世帯への支援等が課題になっています。 

こうした多様なニーズに的確に対応していくためには、高齢・障害・子供といった分

野をまたがって総合的な支援を提供していくことが重要であり、支援のあり方を「縦割

り」から「丸ごと」へ転換する必要があります。 

また、これまでは家族や地域のつながりによって対応できていた社会的孤立の問題や、

ごみ出しや買い物といった身近な生活課題への支援の必要性が高まっています。 

このような状況の中で、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分ら

しく活躍できる地域コミュニティの創出が求められています。そのためには、地域の住

民一人ひとりが「我が事」として地域づくりに参画し、主体的に取り組むことが必要と

なります。 

地域共生社会の実現を目指して、国は、平成 29年 2 月、「「地域共生社会」の実現に向

けて」当面の改革工程を示すとともに、6 月には、地域共生社会の実現に向けた取組の

                                                
5 ダブルケア 

 子育てと親や親族の介護が同時期に発生する状態 

○ 地域共生社会とは、分野ごとの縦割りを超えて、地域住民や地域の多様な主体が

「我が事」として参画し、世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一

人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会です。 

○ 平成 29 年 6月、国は、地域共生社会の実現に向けた取組の推進のため、社会福

祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法の改正を行いました。 

○ 地域包括ケアシステムの深化・推進においても、高齢者の抱える複合的な課題に

対し、他分野との連携・協働により分野を超えて包括的に支援を行っていけるよう

取り組んでいく必要があります。 
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推進のため、社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法（昭和 22 年法律

第 164 号）の改正を行いました。 

 

２ 地域共生社会と地域包括ケアシステム 

地域包括ケアシステムにおいては、高齢者に対する生活支援ニーズへ対応するため、

声掛けや見守り、サロン活動やボランティアなど地域住民によるインフォーマルなサー

ビスも重要な構成要素とされてきました。 

元気な高齢者を含め、地域の住民一人ひとりが支える側となって、支援が必要な高齢

者を支えていくために、従来から地域住民が積極的に地域づくりに参画した地域コミュ

ニティの形成に取り組まれており、「我が事」の地域づくりは地域包括ケアシステムにお

いても着実に進められています。 

一方で、これまでの地域包括ケアシステムは、支援が必要な「高齢者」に対し、適切

なサービスを切れ目なく一体的に提供される体制とされ、対象はあくまで「高齢者」に

限定されてきました。 

しかしながら、高齢者を支援する中で、ダブルケアなど分野をまたいだ複合的な支援

を必要とするケースも増えており、他分野と連携した支援が必要になってきています。 

現状の高齢者を中心とした地域包括ケアシステムにおいても、高齢者の抱える複合的

な課題を他分野との連携・協働により分野を超えた包括的な支援を行っていけるよう取

り組んでいく必要があります。 

必要な支援を地域の中で包括的に提供し、地域で支え合いながら自立した生活を支援

するという地域包括ケアシステムの考え方は、地域共生社会のプラットフォームとなり

うることも期待されています。将来的には、地域共生社会の実現に向けて、高齢者、障

害者、子育て世代、生活困窮者など支援を必要とするすべての住民を地域で支え合える

包括的な支援体制の構築を目指していきます。 
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＜取組みに至った経緯・背景＞ 

○ 世田谷区は、全国的に少子高齢化が進み人口減少の傾向にある中、総人口が増加し、

平成 29 年 10 月には 90 万人を超えました。総人口の増加に伴い、高齢者の一人暮

らし世帯、高齢者のみ世帯、障害者の方も増えている傾向にあります。さらにここ数

年、出生数も増加し、年少人口も増えています。 

○ そのような中、虐待、DV、自殺や引きこもりなどが表面化しにくいことが課題と

なっており、また介護と子育て、介護と障害などの複合問題も生じています。 

○ 区ではこれらの課題に対して、「世田谷区地域保健医療福祉総合計画」を策定し、地

域包括ケアシステムの対象を高齢者だけではなく、障害者、子育て家庭など広く捉え

て推進し、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる地域社会の実現をめざ

すこととしました。 

＜取組みの内容＞ 

○ 区がめざす地域包括ケアシステムの考え方のもと、地域包括支援センターの相談対

象を高齢者だけでなく障害者や子育て家庭などに拡大するとともに、まちづくりセン

ター、あんしんすこやかセンター（地域包括支援センター）、社会福祉協議会地区事務

局を一体整備し、三者が連携して身近な地区で相談を受ける「福祉の相談窓口」の開

設と、地区の福祉的な課題の解決に向けた区民や事業者等の「参加と協働による地域

づくり」に取り組む「地域包括ケアの地区展開」を平成 28 年 7 月から区内全２７地

区で実施しています。 

○ 「福祉の相談窓口」ではどこに相談してよいか分からず、潜在化しがちな問題や家

庭内の複合した問題にも対応します。また、地区で解決できない問題については、専

門の担当組織や専門機関に引継ぎ、適切な支援が受けられるよう対応します。 

○ また、「参加と協働による地域づくり」では、様々な

場面で地域住民や団体等から提起される課題を三者で

把握・共有し、その解決に向けた方向性や手法等につ

いて検討する取組みを進めています。三者が連携する

ことで、高齢者の方などが集えるサロン空白地帯にお

いて、開催場所の確保、担い手の発掘や育成が進み、

新たにサロンが設置できた事例もありました。 

○ 今後も「福祉の相談窓口」の充実と「参加と協働に

よる地域づくり」を進め、いつまでも安心して暮らし

続けられるまちづくりに取り組んでいきます。 

執筆協力：世田谷区 

地域包括ケアの地区展開 
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